




平成１９年度見直し対象の独立行政法人 
 
【内閣府】 

 国民生活センター 
 
【総務省】 

 統計センター 
 平和祈念事業特別基金 

 
【財務省】 

 造幣局 
 国立印刷局 
 通関情報処理センター 
 日本万国博覧会記念機構 

 
【文部科学省】 

 理化学研究所 
 宇宙航空研究開発機構 
 日本スポーツ振興センター 
 日本芸術文化振興会 

 
【厚生労働省】 

 勤労者退職金共済機構 
 高齢・障害者雇用支援機構 
 国立重度知的障害者総合施設のぞみの園 

 
【農林水産省】 

 農畜産業振興機構 
 農業者年金基金 
 緑資源機構 

 
【経済産業省】 

 新エネルギー・産業技術総合開発機構 
 
【国土交通省】 

 国際観光振興機構 
 水資源機構 
 空港周辺整備機構 
 海上災害防止センター 

参考 １ 

資料 ２ 



事項名 担当府省

○ 　（独）雇用・能力開発機構の設置・運営する「アビリティガーデ
ン」における職業訓練事業について、民間競争入札を実施す
る。その内容は、原則として次のとおりとする。

○ 　（独）雇用・能力開発機構の設置・運営する「私のしごと館」に
おける職業体験事業について、民間競争入札を実施する。その
内容は、原則として次のとおりとする。

（３）（独）雇用・能
力開発機構の設
置・運営する職業
能力開発促進セ
ンター事業

○ 　（独）雇用・能力開発機構の設置・運営する職業能力開発促進
センター（全国62箇所）の行う業務について、特に在職者訓練の
うち情報・通信系、居住系、管理・事務系等の訓練について、国
が真に担う必要性につき精査し、真に必要性の認められるもの
以外のものを廃止する。

厚生労働省

○ 　（独）国際交流基金の「関西国際センター」の日本語研修事業
について、プログラムの整理を行った上で設置予定の「在日外
交官日本語研修」に関する実施業務を民間競争入札の対象と
する。このため、平成19年度に民間競争入札を実施し、20年度
から落札者による業務を実施する。

公共サービス改革基本方針　（抜粋）

【入札等の対象官署・事業所の数・所在地】
　（独）雇用・能力開発機構「アビリティーガーデン（生涯職業能力開
発促進センター）」（東京都）

（２）（独）雇用・能
力開発機構の設
置・運営する「私
のしごと館」にお
ける体験事業

厚生労働省

【業務の概要及び入札等の対象範囲】
　「私のしごと館」における適職の選択等、若年者のキャリア形成を
支援するための職業体験事業のうち、業界団体や伝統工芸団体等
の協力により実施している職種以外の5職種（「私のしごと館」自ら
が実施しているもの）に関する体験事業

【入札等の実施予定時期】
　平成19年4月から落札者による体験事業を実施

【契約期間】
　平成19年4月から22年3月までの3年間

（４）（独）国際交
流基金の「関西国
際センター」の日
本語研修事業

外務省【措置に関する計画の策定】
　上記措置を前提に、平成19年度に実施する入札等の実施予定時
期、契約期間等を内容とする計画を、監理委員会と連携しつつ、同
年5月末までに策定する。

【入札等の対象官署・事業所の数・所在地】
　（独）国際交流基金の「関西国際センター」（大阪府）

【入札等の対象官署・事業所の数・所在地】
　（独）雇用・能力開発機構「私のしごと館」（京都府）

措置の内容等

（１）（独）雇用・能
力開発機構の設
置・運営する「アビ
リティガーデン」に
おける職業訓練
事業

厚生労働省

【業務の概要及び入札等の対象範囲】
　「アビリティガーデン」におけるホワイトカラー関連職種を対象とし
た職業訓練コースの開発及び職業訓練の実施に関する業務のう
ち、業界共通型の在職者訓練であって開発・試行実施終了後一定
期間が経過した12コースのうち、6コース

【入札等の実施予定時期】
　平成19年4月から落札者による職業訓練事業を実施

【契約期間】
　平成19年4月から20年3月までの1年間

資料　２

参考　２



○ 　（独）国際交流基金の文化芸術交流事業のうち、基金が主催
する国内映画祭の実施業務について、民間競争入札の対象と
する。このため、平成20年度に民間競争入札を実施し、同年度
から落札者による業務を実施する。

（６）（独）国際交
流基金の海外事
務所の運営等業
務

○ 　（独）国際交流基金の海外事務所（全19箇所）の管理・運営業
務について、民間活力の活用等の措置により、一層の効率化を
図る。

外務省

○ 　（独）日本学生支援機構の「東京国際交流館」の「プラザ平成」
について、「国際研究交流大学村」における産学連携の知的国
際交流・情報発信の拠点としての位置づけを踏まえつつ、企画・
管理・運営業務について、官民競争入札又は民間競争入札の
対象とする。このため、平成19年度に官民競争入札又は民間競
争入札を実施し、20年度から落札者による業務を実施する。

○ 　（独）日本学生支援機構の全国14箇所の国際交流会館のうち
1館について、現在、（財）日本国際教育支援協会に委託してい
る管理・運営業務を民間競争入札の対象とする。このため、平
成19年度に民間競争入札を実施し、20年度から落札者による
業務を実施するとともに、その成果を検証する。

○ 　（独）国立大学財務・経営センターの「キャンパス・イノベーショ
ンセンター」の管理・運営業務については、機能の明確化の観
点から、これを廃止する。

（10）（独）科学技
術振興機構の「日
本科学未来館」の
運営等業務

○ 　（独）科学技術振興機構の「日本科学未来館」の企画・管理・
運営業務について、平成19年度から一般競争入札による包括
的な民間委託を実施する予定であるが、その実施状況も見極
めつつ、当該民間委託が効率的・効果的な運営ではないと判断
される場合には、民間競争入札の対象とすることも含めて改め
て検討する。

文部科学省

（９）（独）国立大
学財務・経営セン
ターの「キャンパ
ス・イノベーション
センター」の運営
等業務

文部科学省
【入札等の対象官署・事業所の数・所在地】
　（独）国立大学財務・経営センターの全国2箇所の「キャンパス・イ
ノベーションセンター」（東京都及び大阪府）

文部科学省

文部科学省

（５）（独）国際交
流基金の文化芸
術交流事業

外務省
【措置に関する計画の策定】
　上記措置を前提に、平成20年度に実施する入札等の実施予定時
期、契約期間を内容とする計画を、監理委員会と連携しつつ、同年
5月末までに策定する。

（８）（独）日本学
生支援機構の国
際交流会館等の
運営等業務

【措置に関する計画の策定】
　上記措置を前提に、平成19年度に実施する入札等の実施予定時
期、契約期間等を内容とする計画を、監理委員会と連携しつつ、同
年5月末までに策定する。

（７）（独）日本学
生支援機構の「東
京国際交流館」の
「プラザ平成」運
営等業務

【措置に関する計画の策定】
　上記措置を前提に、平成19年度に実施する入札等の実施予定時
期、契約期間等を内容とする計画を、監理委員会と連携しつつ、同
年5月末までに策定する。

【入札等の対象官署・事業所の数・所在地】
　（独）日本学生支援機構の「広島国際交流会館」（広島県）

【平成20年度以降の事業における対象範囲等の拡大措置】
　官民競争入札又は民間競争入札の更なる実施について、今後行
う民間競争入札の検証結果等も踏まえた上で検討する。

【入札等の対象官署・事業所の数・所在地】
　（独）日本学生支援機構「東京国際交流館」の「プラザ平成」（東京
都）



○ 　情報処理技術者試験事業を実施している（独）情報処理推進
機構の地方支部については、平成19年度に全国9地方支部のう
ち2地方支部（四国及び沖縄）を廃止する。その他の地方支部に
ついては、個々の地方支部ごとに費用対効果を分析し、必要性
等を検討した上で、試験の安定実施に支障を来すおそれがない
ことを確認できたときは、次期中期目標期間終了時までに廃止
等の見直しを行う。

○ 　香川県及び沖縄県において、上記2地方支部が実施している
試験会場の確保及び運営業務について、平成19年度に民間競
争入札を実施し、20年度から落札者による業務を実施する。

○ 　上記落札者により実施する業務全般の評価を踏まえ、試験の
安定実施に支障を来すおそれがないときは、経済産業省産業
構造審議会における情報処理技術者試験制度の見直しの結果
を踏まえつつ、平成20年度以降、監理委員会と連携しながら民
間競争入札の活用を検討する。

（12）独立行政法
人関連業務への
官民競争入札等
の活用に関する
検討

○ 　上記以外の独立行政法人関連業務についても、民間事業者
の創意工夫の活用により業務の質の維持向上及び経費の削減
の一層の推進を図る観点から、官民競争入札又は民間競争入
札を活用することにつき、検討を行う。

内閣府及び
関係府省

【措置に関する計画の策定】
　上記措置を前提に、平成19年度に実施する入札等の実施予定時
期、契約期間等を内容とする計画を、監理委員会と連携しつつ、19
年5月末までに策定する。

（11）（独）情報処
理推進機構の情
報処理技術者試
験事業

経済産業省


